
令和２年１１月１８日 

公立大学法人京都市立芸術大学 

 

京都市立芸術大学国際交流ウェブサイト制作業務委託に関する提案の募集について 

 

1 業務委託の目的 

京都市立芸術大学は，２０２０年６月に国際化方針を策定し，同年京都市による大学の国際化

を補助する「京（みやこ）グローバル大学」促進事業採択大学となった。これまでは，英語版大

学案内冊子を制作して広報していたが，今後はグローバル化のニーズにいち早く対応し，常

に最新の情報を発信するために，更新の容易な国際交流専用ウェブサイトを新規設置するこ

ととなった。 

本学のオフィシャルホームページにも英語版は存在するが，今後は大学の歴史や教育理念，

連絡先など更新頻度が低く，長期的に掲載される基本情報などに限ることとし，その他の情報

は国際交流のウェブサイトへ誘導するようレイアウトし，連携を図る。 

以上を実現するため，ＣＭＳ（コンテンツ管理システム）を導入し，更新担当者が交代しても，

滞りなく更新を行えるようにする。また，情報整理を簡素化することで，国際交流担当職員の

事務的負担を軽減し，他の業務にリソースを割けるようにすることも目的とする。 

 

2 業務委託の内容 

別紙１「京都市立芸術大学国際交流ウェブサイト制作業務仕様書」のとおり 

 

3 契約上限額 

金３，129，０00 円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

委託業務内容の実施に係る費用は全て，上記予算の範囲内とする。 

 

4 プロポーザルの参加資格 

プロポーザルに参加する資格を有する者は，法人で，本事業を実施するうえで人的かつ財産

的な能力を有し，次のいずれにも該当する者とする。 

(1) 地方公共団体及びその他の公共団体，大学等において，ウェブサイトの制作に関する

業務を受注した実績を有していること。 

(2) 団体又はその代表者が契約を締結する能力を有しない者及び破産宣告を受けた者

で復権を得ない者でないこと。 

(3) 代表者，役員又はその使用人が刑法第９６条の６又は第１９８条に違反する容疑があっ

たとして逮捕若しくは送検され，又は逮捕を経ないで公訴を提起された者でないこと。 

(4) 団体又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又

は第８条第１項第１号に違反するとして，公正取引委員会又は関係機関に認定された

者でないこと。 



(5) 団体又はその代表者が次に掲げる税等を滞納していないこと 

 所得税又は法人税 

 消費税 

 京都市の市税 

 京都市の水道料金及び下水道使用料 

(6) 次に掲げる団体でないこと 

 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。） 

 代表者又は役員が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）である団体 

 団体の経営に暴力団員が実質的に関与している団体 

 

5 参加表明書及び企画提案書等の提出 

(1) 参加表明書の提出 

次の書類を提出すること。 

ア 提出書類（各一部） 

(ア) 参加表明書（様式１） 

(イ) 会社概要（様式２） 

イ 提出期限 

令和２年１２月４日（金）午後５時必着 

ウ 提出方法 

持参又は郵送等により提出すること。 

※持参の場合は，上記の期間（土曜日，日曜日，祝日・休日を除く。）の午前９時か

ら午後５時の間に提出すること。 

 

(2) 企画提案等の提出 

次の書類を提出すること。 

ア 提出書類 

別紙２「京都市立芸術大学国際交流ウェブサイト制作業務の委託に関するプロポ

ーザル企画提案書等作成要領」参照 

イ 提出期限 

令和２年１２月１１日（金）午後５時必着 

ウ 提出方法 

持参又は郵送等により提出すること。 

※持参の場合は，上記の期間（土曜日，日曜日，祝日・休日を除く。）の午前９時か

ら午後５時の間に提出すること。 

 



(3) その他 

ア この公募手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

イ 失格となる参加表明書，企画提案書等 

参加証明書，企画提案書等が，次の事項の一つに該当するものは，失格となる場

合がある。 

 なお，失格となった場合は，別途通知する。 

(ア) 提出期限，提出先及び提出方法に適合しないもの 

(イ) 指定する様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しないもの 

(ウ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

(エ) 虚偽の内容が記載されているもの 

ウ 制約事項 

(ア) 提出書類の作成及び提出に要する費用は，全て提案者の負担とする。 

(イ) 提出された書類は，事業者の選定以外には，提案者に無断で使用しない。 

(ウ) 提出された書類は，事業者の選定を行う作業に必要な範囲において，複製を

作成することがある。 

(エ) 提出された書類は，提出期限後の差替え及び再提出は一切受け付けない。 

(オ) 提出された書類は全て返却しない。 

(カ) 提出された書類に対し，必要に応じてヒアリングを実施することがある。この

場合，日時及び場所は別途連絡する。 

 

6 本件に関する質問期限及び回答 

(1) 質問期限 

令和２年１１月２６日（木）午後５時まで 

(2) 質問方法 

電子メールで問い合わせることとし（様式は任意とする。），面談又は電話での質問や，

質問期限後に届いた質問は一切受け付けない。 

(3) 回答日及び回答方法 

令和２年１１月２７日（金）午後５時までに，質問者に関する情報は伏せたうえで，本学ホー

ムページに回答を掲載する。なお，他の応募事業者に関する質問には応じない。 

 

7 企画提案書に関するプレゼンテーション 

提出された企画提案書等の内容について，次のとおり提案者のプレゼンテーションを実施す

る。 

(1) 実施日時及び実施場所 

実施日時及び実施方法は別途通知する（令和２年１２月中を予定）。 

(2) プレゼンテーションを行う場合の注意事項等 

ア プレゼンテーションは，本委託業務実施体制の責任者又はリーダーが行うこと。 



イ プレゼンテーションの実施時間は，３０分とし，企画提案の説明時間は，２０分程度，

本法人からの質問及びその回答時間は，１０分程度とする。 

ウ プレゼンテーションに参加しなかった提案者は失格とする。 

エ プレゼンテーションの方法は提案者の任意とするが，トップページや各テンプレート

ページのサンプル等を用意するなど，提案内容がイメージしやすいよう工夫するこ

と。 

オ プロジェクター及びスクリーンは本法人で用意するが，それ以外に必要となるパソ

コン等は提案者が用意すること。 

 

8 受託候補者の選定に関する審査基準 

別紙３「提案内容評価要領」及び別紙４「提案内容評価表」のとおりとする。 

ただし，提案者が１者であり，その者の「技術展」及び「価格点」の合計が６０点未満の場合は，

その提案者とは契約せずに，再度プロポーザルの仕様を変更したうえで提案を募集する。 

 

9 受託者の決定 

(1) 受託候補者の決定 

 前記「８ 受託候補者の選定に係る審査基準」に基づき，本法人が設置する「国際交流

委員会企画推進部会」において，企画提案書及びプレゼンテーションの内容について審

査を行い，すべての提案者の順位を決定し，最も優れていた者を受託候補者（第一交渉

権者）に選定する。 

(2) 審査結果の通知 

 審査結果については，書面をもって通知する。（令和２年１２月下旬に発送予定） 

(3) 受託者の決定 

 受託候補者と協議し，仕様等契約内容について合意した場合は，契約を締結する。 

なお，受託候補者（第一交渉権者）と協議し，合意しなかった場合は，次順位の交渉権者

を新たな受託候補者として協議を行う。 

 

10 契約に関する基本事項 

受託者との契約においては，次の事項を基本とする。 

(1) 契約金額 

契約金額は，受託候補者の提示価格に基づき，受託候補者と協議のうえ決定する。 

(2) 契約内容 

契約内容は，仕様書，企画提案書，プレゼンテーションの内容に基づき，受託候補者と協

議のうえ決定する。ただし，提案内容は，実現を確約したものとみなす。 

(3) 契約期間 

契約の期間は，契約締結日から令和３年３月３１日までとする。 

(4) 再委託の禁止 



本業務の履行を第三者に委託又は請け負わせてはならない。ただし，本法人が承認した

場合はその限りでない。 

(5) 契約保証金 

免除する。 

(6) 委託料の支払 

納品後に受託者からの請求書に基づき，３０日以内に受託者に当該請求金額を支払う。 

(7) 進ちょく管理 

委託事業の開始から終了までの間，事業実施方法や進捗状況の確認等，事業の円滑な

実施のために，定期的に本法人と連絡調整を行うこと。その結果，契約の目的を達成す

ることができないと判断したときは，途中で契約を解除することができる。ただし，利用可

能な成果物がある場合，当該成果物を検査のうえ，検査に合格した成果物の引き渡しを

受けることがある。この場合，当該成果物に相応する委託料を支払うものとする。 

(8) 守秘義務 

受託候補者は，プロポーザル参加にあたり知り得た個人情報，事業者情報，その他本法

人に関して知り得た情報を他に漏らしてはならない。 

(9) 知的財産権 

本事業を通じて，著作権や特許権等の知的財産権が発生した場合，その権利は全て本

法人に帰属することとする。 

 

11 スケジュール 

１１月２６日（木） 質問期限 

１１月２７日（金）  質問回答期限 

１２月 ４日（金）  参加表明書等の提出期限 

１２月１１日（金）  企画提案書等の提出期限 

 

12 問合せ先及び提出先 

〒６１０－１１９７ 

京都市西京区大枝沓掛町１３－６ 

公立大学法人京都市立芸術大学教務学生課学生・国際担当：高谷，橋爪 

電話 ０７５－３３４－２７２１ 

ＦＡＸ ０７５－２３４－３３００ 

メール：ｋｏｋｕｓａｉ＠ｋｃｕａ．ａｃ．ｊｐ 

 


